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改 正 後 改 正 前

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

項 左欄 右欄 項 左欄 右欄

１ 政令第１条の３第２項の申

請書

省略 １ 政令第１条第２項 の申

請書

省略

２・３

省略

２・３

省略

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによつて行うものとする。

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによつて行うものとする。

項 左欄 右欄 項 左欄 右欄

１ 法第１５条の２第４項の規定

による准看護師再教育研修

修了の登録の申請

准看護師再教育研修

修了登録申請書（様

式第４号）

２ 法第１５条の２第５項に規定

する准看護師再教育研修修

了登録証の書換え交付の申

請

准看護師再教育研修

修了登録証書換え交

付申請書（様式第５

号）

３ 法第１５条の２第５項に規定

する准看護師再教育研修修

了登録証の再交付の申請

准看護師再教育研修

修了登録証再交付申

請書（様式第６号）

４ 政令第３条第３項の規定に

よる准看護師籍の訂正の申

請

准看護師籍訂正・免

許証書換え交付申請

書（様式第７号）

１ 政令第３条第２項の規定に

よる准看護師籍の訂正の申

請

准看護師籍訂正・免

許証書換え交付申請

書（様式第４号）

５ 省略 ２ 省略

６ 省略 ３ 省略

７ 政令第７条第２項の規定に

よる免許証の再交付の申請

准看護師免許証再交

付申請書（様式第８

号）

４ 政令第７条第２項の規定に

よる免許証の再交付の申請

准看護師免許証再交

付申請書（様式第５

号）

８ 政令第７条第５項又は第８

条第４項の規定による免許

証の返納

准看護師免許証返納

書（様式第９号）

５ 政令第７条第５項又は第８

条第４項の規定による免許

証の返納

准看護師免許証返納

書（様式第６号）

９ 政令附則第３項の規定によ

る保健婦免状又は看護婦免

状の返納

保健婦（看護婦）免

状返納書（様式第１０

号）

６ 政令附則第３項の規定によ

る保健婦免状又は看護婦免

状の返納

保健婦（看護婦）免

状返納書（様式第７

号）

１０ 省令第３０条第１項の規定に

よる合格証明書の交付の申

請

准看護師試験合格証

明書交付申請書（様

式第１１号）

７ 省令第３０条第１項の規定に

よる合格証明書の交付の申

請

准看護師試験合格証

明書交付申請書（様

式第８号）

１１ 省令附則第５項及び第６項

第１号の助産婦名簿の謄本

の交付の申請

助産婦名簿謄本交付

申請書（様式第１２

号）

８ 省令附則第５項及び第６項

第１号の助産婦名簿の謄本

の交付の申請

助産婦名簿謄本交付

申請書（様式第９

号）

（準用規定）

第４条 第２条の表１の項及び２の項並びに前条の表４の項から８

の項まで及び１０の項の規定は法第５１条第１項に規定する者につい

て、第２条の表１の項及び２の項並びに前条の表４の項、５の項

及び１０の項の規定は法第５２条第１項に規定する者について、第２

（準用規定）

第４条 第２条の表１の項及び２の項並びに前条の表１の項から５

の項まで及び７の項の規定は法第５１条第１項に規定する者及び法

第５３条第１項に規定する者について、第２条の表１の項及び２の

項並びに前条の表１の項、２の項及び７の項の規定は法第５２条第

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２６６



条の表１の項及び２の項並びに前条の表１の項から８の項まで及

び１０の項の規定は法第５３条第１項に規定する者について準用す

る。

（提出書類の経由手続）

第５条 政令、省令及びこの規則により知事又は知事を経由して厚

生労働大臣に提出する書類（第３条の表１の項から３の項までに

規定する書類を除く。）は、所轄の保健所長を経由しなければな

らない。

様式第７号 省略

様式第８号 省略

様式第９号 省略

様式第１０号 省略

様式第１１号 省略

様式第１２号 省略

１項

に規定する者について準用す

る。

（提出書類の経由手続）

第５条 政令、省令及びこの規則により知事又は知事を経由して厚

生労働大臣に提出する書類

は、所轄の保健所長を経由しなければな

らない。

様式第４号 省略

様式第５号 省略

様式第６号 省略

様式第７号 省略

様式第８号 省略

様式第９号 省略

第２条 保健師助産師看護師法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第３号の次に次の３様式を加える。

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２６７



様式第４号（第３条関係） 准看護師再教育研修修了登録申請書

准看護師再教育研修修了登録申請書

愛媛県収入証紙
ちよう付欄
（消印は、しな
いこと。）

年 月 日

愛媛県知事 様

住 所
ふ り が な

申請者 氏 名 �

電話番号

登 録 番 号 第 号 登 録 年 月 日 年 月 日

生 年 月 日 年 月 日 性 別

本 籍 地
都道府県名

准看護師籍登録
都 道 府 県 名

再教育研修の
開始年月日

年 月 日
再教育研修の
修 了 年 月 日

年 月 日

個別研修に係る再教育命令を受けた
者にあつては、助言指導者の氏名

注１ 記名押印に代えて署名することができる。
２ 次に掲げる書類を添付すること。
� 免許証の写し
� 准看護師再教育研修を修了したことを証する書類
３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２６８



様式第５号（第３条関係） 准看護師再教育研修修了登録証書換え交付申請書

准看護師再教育研修修了登録証書換え交付申請書

愛媛県収入証紙
ちよう付欄
（消印は、しな
いこと。）

年 月 日

愛媛県知事 様

住 所
ふ り が な

申請者 氏 名 �

電話番号

登 録 番 号 第 号 登録年月日 年 月 日

生 年 月 日 年 月 日 性 別

准看護師再教育研修
修 了 登 録 年 月 日

年 月 日

変
更
を
生
じ
た
事
項

区 分 変 更 前 変更後（第１回） 変更後（第２回）

本 籍 地
都道府県名

ふりがな

氏 名

変更の理由

注１ 記名押印に代えて署名することができる。
２ 次に掲げる書類を添付すること。
� 免許証の写し
� 准看護師再教育研修修了登録証
３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号
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様式第６号（第３条関係） 准看護師再教育研修修了登録証再交付申請書

准看護師再教育研修修了登録証再交付申請書

愛媛県収入証紙
ちよう付欄
（消印は、しな
いこと。）

年 月 日

愛媛県知事 様

住 所
ふ り が な

申請者 氏 名 �

電話番号

登 録 番 号 第 号 登録年月日 年 月 日

生 年 月 日 年 月 日 性 別

准 看 護 師 籍 登 録
都 道 府 県 名

准看護師再教育研修
修 了 登 録 年 月 日

年 月 日

申請の理由（該当するも
のを○で囲むこと。）

破つた・汚した・失つた

注１ 記名押印に代えて署名することができる。
２ 次に掲げる書類を添付すること。
� 免許証の写し
� 准看護師再教育研修修了登録証を破り、又は汚したことによる再交付の申請の
場合は、准看護師再教育研修修了登録証

３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号
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告 示

��������������

�愛媛県告示第４２１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項の規定に

より、次のとおり指定代理納付者を指定した。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 指定代理納付者の名称及び主たる事務所の所在地

ヤフー株式会社

東京都港区六本木六丁目１０番１号

２ 指定代理納付者に納付させる歳入

インターネットを利用して納付するふるさと愛媛応援寄附金に

係る寄附金歳入

３ 指定代理納付者に歳入を納付させる期間

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第４２２号
化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量規制基準（平成１９年６月愛媛県告示第１１２８号）の一部を次のように改正し、平

成２１年４月１日から施行する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（１関係） 別表第１（１関係）

整理

番号
業種その他の区分

化学的酸素要求量
�
�
�
�

単位 １リットル��
�
�につきミリグラム

備考
整理

番号
業種その他の区分

化学的酸素要求量
�
�
�
�

単位 １リットル��
�
�につきミリグラム

備考

� � � � � �

省略 省略

２１１ 共同調理場（学校給食

法（昭和２９年法律第１６０

号）第６条 に規定

する施設をいう。）

省略 ２１１ 共同調理場（学校給食

法（昭和２９年法律第１６０

号）第５条の２に規定

する施設をいう。）

省略

省略 省略

別表第２（２関係） 別表第２（２関係）

整理

番号
業種その他の区分

窒素含有量
�
�
�
�

単位 １リットル��
�
�につきミリグラム

備考
整理

番号
業種その他の区分

窒素含有量
�
�
�
�

単位 １リットル��
�
�につきミリグラム

備考

� � � �

省略 省略

２１１ 共同調理場（学校給食

法第６条 に規定す

る施設をいう。）

省略 ２１１ 共同調理場（学校給食

法第５条の２に規定す

る施設をいう。）

省略

省略 省略

別表第３（３関係） 別表第３（３関係）

整理

番号
業種その他の区分

りん含有量
�
�
�
�

単位 １リットル��
�
�につきミリグラム

備考
整理

番号
業種その他の区分

りん含有量
�
�
�
�

単位 １リットル��
�
�につきミリグラム

備考

� � � �

省略 省略

２１１ 共同調理場（学校給食

法第６条 に規定す

省略 ２１１ 共同調理場（学校給食

法第５条の２に規定す

省略

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２７１
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�愛媛県告示第４２３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４２５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

る施設をいう。） る施設をいう。）

省略 省略

�愛媛県告示第４２４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４２６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４２７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の名称が次のように変更され

た。

平成２１年３月２７日

今治おかもと薬
局

有限会社
岡 本 薬 局

今治市南高下町三丁目２
番１０号

平成２１年
１月１３日

国松歯科医院 國 松 佳 司 宇和島市津島町岩松７２１
番地２

平成２１年
２月１日

そうごう薬局今
治東店

総合メディカル
株式会社

今治市松本町一丁目７－
１１

平成２１年
２月１日

旭調剤薬局東店 有限会社
旭 調 剤 薬 局

東温市田窪字海稲１４９５番
３

平成２１年
３月１日医療機関の名称

開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

武田脳神経外科 医療法人
武田脳神経外科

今治市南高下町三丁目８１
６番地４

平成２１年
１月１３日

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社花みかん 広島県広島市中区昭和町８番
１５－７０１号

訪問看護ステーション花みか
ん

伊予郡松前町昌農内６１３番地
４ 平成２１年２月１日

藤 本 医 院 藤 本 哲 郎 大洲市大洲４８３番地 平成２０年
３月２９日

越 智 神 経 科 越 智 伸 彌 今治市旭町３－２－２ 平成２０年
１２月２５日

国松歯科医院 国 松 郁 生 宇和島市津島町岩松７２１
番地２

平成２１年
２月１日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

久保内科循環器
科分院

医療法人
神 南 会 大洲市藤縄甲１４３３番地 平成１９年

１０月２日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社アイ・ティーフード
サービス

広島県広島市中区中町７番１６
号

訪問看護ステーション花みか
ん

伊予郡松前町昌農内６１３番地
４ 平成２１年２月１日

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２７２
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４２８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の名称が次のように変更され

た。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４２９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７７条第１項の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者の指定を取り消した。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４３０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８４条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者の指定を取り消した。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４３１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の８第１項の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者の指定を取り消した。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
一般社団法人日本地域福祉協
会 兵庫県神戸市長田区雲雀ヶ丘

一丁目２番５号 街かどケアホームのりか 新居浜市萩生１３１番地８０ 平成２０年１２月１日
（変更前）
有限責任中間法人日本地域福
祉協会

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
一般社団法人日本地域福祉協
会 兵庫県神戸市長田区雲雀ヶ丘

一丁目２番５号 街かどケアホームのりか 新居浜市萩生１３１番地８０ 平成２０年１２月１日
（変更前）
有限責任中間法人日本地域福
祉協会

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
取消しに係る指定居宅サービス事業所

取消年月日
名 称 所 在 地

３８７１３００３３５ 株式会社スマイルライフ
愛媛県四国中央市下柏町
６６１番地１サン・ファミ
リア四国中央１階

訪問介護 スマイルライフ
愛媛県四国中央市下柏町
６６１番地１サン・ファミ
リア四国中央１階

平成２１年４月３０日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
取消しに係る指定居宅介護支援事業所

取消年月日
名 称 所 在 地

３８７１３００３２７ 株式会社スマイルライフ
愛媛県四国中央市下柏町
６６１番地１サン・ファミ
リア四国中央１階

居宅介護支援 居宅介護支援事業所スマ
イルライフ

愛媛県四国中央市下柏町
６６１番地１サン・ファミ
リア四国中央１階

平成２１年４月３０日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
取消しに係る指定介護予防サービス事業所

取消年月日
名 称 所 在 地

３８７１３００３３５ 株式会社スマイルライフ
愛媛県四国中央市下柏町
６６１番地１サン・ファミ
リア四国中央１階

介護予防訪問介護 スマイルライフ
愛媛県四国中央市下柏町
６６１番地１サン・ファミ
リア四国中央１階

平成２１年４月３０日

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２７３



�愛媛県告示第４３２号
平成２１年３月１３日東温市営土地改良事業井内上地区の換地計画に

基づく換地処分があったので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の４において準用する同法第５４条第４項の規定により公告す

る。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４３３号
家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第５条第１項の規定

に基づき、ブルセラ病及び結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、

馬伝染性貧血、家きんサルモネラ感染症等の検査を次のとおり実施

する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施の目的

ブルセラ病及び結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、馬伝染

性貧血、家きんサルモネラ感染症等の発生の状況及び動向を把握

し、その発生を予防するため

２ 実施の対象となる家畜又はその死体の種類及び範囲並び実施す

る区域

� 牛のブルセラ病

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 種付けの用に供し、又は供する目的で

飼育している雄牛及びこれと同一施設内

で飼育しているその他の牛

２ その他知事の指定する牛

県下一円

� 牛の結核病

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 種付けの用に供し、又は供する目的で

飼育している雄牛及びこれと同一施設内

で飼育しているその他の牛

２ その他知事の指定する牛

県下一円

� 牛のヨーネ病

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 搾乳の用に供し、又は供する目的で飼

育している雌牛及びこれと同一施設内で

飼育しているその他の牛

松山市（旧北条市に限る）、

伊予市、伊予郡、東温市、

上浮穴郡、大洲市、喜多

郡、八幡浜市、北宇和郡

２ 種付けの用に供し、又は供する目的で

飼育している雄牛及びこれと同一施設内

で飼育しているその他の牛

３ その他知事の指定する牛

県下一円

� 牛の伝達性海綿状脳症

実施の対象となる牛の死体の範囲 実施する区域

月齢又は推定月齢が満２４ヶ月齢以上で死

亡した牛の死体のうち、牛海綿状脳症対策

特別措置法第６条第１項に基づく届出の対 県下一円

象となるもの。ただし、同法同条第２項た

だし書きに該当するものを除く。

� 馬伝染性貧血

実施の対象となる馬の範囲 実施する区域

１ 種付けの用に供し、又は供する目的で

飼育している雄馬

２ 競馬法（昭和２３年法律第１５８号）によ

る競馬に出場する馬

３ その他知事の指定する馬

県下一円

� 家きんサルモネラ感染症（ひな白痢）

実施の対象となる鶏の範囲 実施する区域

人工ふ化の用に供し、又は供する目的で

飼育している鶏
県下一円

� 知事の指定するその他の疾病

実施の対象となる家畜又は
その死体の範囲 実施する区域

知事の指定する家畜 県下一円

３ 実施の期日

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの間において、所

轄の家畜保健衛生所長が指定する日

４ 検査の方法

� ブルセラ病、結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、馬伝染

性貧血

家畜伝染病予防法施行規則（昭和２６年農林水産省令第３５号）

に定める方法で行う。

� 家きんサルモネラ感染症（ひな白痢）

急速凝集反応法

� 知事の指定するその他の疾病

知事の指定する方法

�������
�愛媛県告示第４３４号
家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第６条第１項の規定

に基づき、流行性脳炎の発生予防のための注射を次のとおり実施す

る。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施の対象となる豚の範囲及び実施する区域

実施の対象となる豚の範囲 実施する区域

１ 繁殖の用に供し、又は供する目的で飼

育している雌豚

２ 種付けの用に供し、又は供する目的で

飼育している雄豚

県下一円

２ 実施の期日

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの間において、所

轄の家畜保健衛生所長が指定する日

３ 注射の方法

ワクチン接種法

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２７４
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�愛媛県告示第４３７号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２１年３月２７日から４月１０日まで

�������
�愛媛県告示第４３８号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２１年３月２７日から４月１０日まで

�愛媛県告示第４３５号
漁業災害補償法による一定区域の設定及び加入区の設定の廃止（昭和６３年１０月愛媛県告示第１１８３号）の一部を次のように改正し、平成２１

年４月１日から施行する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

のり等養殖業（のり養殖業） のり等養殖業（のり養殖業）

加入区の名称 区 域 加入区の名称 区 域

省略

西条加入区

西条市禎瑞加入区

省略

西条市漁業協同組合の地区のうち、旧西

条漁業協同組合の地区

西条市漁業協同組合の地区のうち、旧西

条市禎瑞漁業協同組合の地区

省略

西条加入区

西条市禎瑞加入区

省略

西条漁業協同組合

の地区

西条市禎瑞漁業協同組合

の地区

�愛媛県告示第４３６号
加入区の設定（漁獲共済）（平成１４年１２月愛媛県告示第２０１３号）の一部を次のように改正し、平成２１年４月１日から施行する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

区 域 区 分 区 域 区 分

１～９ 省略 １～９ 省略

１０ 西条区域（西条市漁業協

同組合の地区のうち、旧西

条漁業協同組合の地区）

省略 １０ 西条区域（西条漁業協同

組合

の地区）

省略

１１～４５ 省略 １１～４５ 省略

�愛媛県告示第４３９号
愛媛県工事執行規程（昭和３９年８月愛媛県告示第６９５号）の一部を次のように改正し、平成２１年４月１日から施行する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２７５



�������
�愛媛県告示第４４０号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項及び第８条第１項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を

指定する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

ファミ
リーハ
イツＡ
２０５－
�－１７
６�

新居浜
市大生
院（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

ファミ
リーハ
イツＡ
２０５－
�－１７
６�

新居浜
市大生
院（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

ファミ
リーハ
イツＢ
２０５－
�－１７
７�

新居浜
市大生
院（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

ファミ
リーハ
イツＢ
２０５－
�－１７
７�

新居浜
市大生
院（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

瀬場
３０３－
�－６３
�

新居浜
市別子
山瀬場
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

瀬場
３０３－
�－６３
�

新居浜
市別子
山瀬場
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

弟地Ａ
３０３－
�－６４
�

新居浜
市別子
山弟地
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

弟地Ａ
３０３－
�－６４
�

新居浜
市別子
山弟地
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

小美野
３０３－
�－２５
４９�

新居浜
市別子
山小美
野（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

小美野
３０３－
�－２５
４９�

新居浜
市別子
山小美
野（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

へや谷
川
３０３－
１１１８

新居浜
市別子
山弟地
（次の
図のと
おり）

土石流 へや谷
川
３０３－
１１１８

新居浜
市別子
山弟地
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

へや谷
東川
３０３－
１１１９

新居浜
市別子
山弟地
（次の
図のと
おり）

土石流 へや谷
東川
３０３－
１１１９

新居浜
市別子
山弟地
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

瀬場谷
川
３０３－
１１２０

新居浜
市別子
山瀬場
（次の
図のと
おり）

土石流 瀬場谷
川
３０３－
１１２０

新居浜
市別子
山瀬場
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

渕谷川
３０３－
１１２１

新居浜
市別子
山肉渕
（次の
図のと
おり）

土石流 渕谷川
３０３－
１１２１

新居浜
市別子
山肉渕
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

東予地方局建設部及び新居浜市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４４１号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項の規定に基づき、次のとお

り土砂災害警戒区域を指定する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

小女郎
川
２０５－
１０５５

新居浜
市立川
町（次
の図の

土石流

改 正 後 改 正 前

（工程表の省略）

第９条 工程表を省略することができる工事は、１件の請負代金額

が５０万円未満のもの及び年間維持工事（県が管理する施設、設備

等の安全性を確保すること又はその機能若しくは性能を維持する

ことを目的とし、おおむね年間を通じて行う維持、修繕等の工事

をいう。以下同じ。）とする。

（部分払）

第１７条 既成部分に対する一部支払の回数は、おおむね、次の基準

によるものとする。

�・� 省略

� 設計金額 ４００万円以上１，０００万円未満 ３回

� 設計金額 １，０００万円以上１，６００万円未満 ４回

� 設計金額 １，６００万円以上２，２００万円未満 ５回

� 設計金額 ２，２００万円以上２，８００万円未満 ６回

� 省略

２ 前項の規定にかかわらず、年間維持工事に係る一部支払の回数

は、３回とする。

（工程表の省略）

第９条 工程表を省略することができる工事は、１件の請負代金額

が５０万円未満のもの

とする。

（部分払）

第１７条 既成部分に対する一部支払の回数は、おおむね、次の基準

によるものとする。

�・� 省略

� 設計金額 ４００万円以上２，８００万円未満 ４００万円を超える額

が６００万円を増すごとに前号に掲げる回数に１回を加える回数

� 省略

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２７６



とお
り）

芋野谷
川
３０３－
１１２２

新居浜
市別子
山芋野
（次の
図のと
おり）

土石流

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

東予地方局建設部及び新居浜市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４４２号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項及び第８条第１項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を

指定する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

山口
２０６－
�－１３
４�

西条市
飯岡
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

山口
２０６－
�－１３
４�

西条市
飯岡
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

大浜
２０６－
�－１３
５�

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

大浜
２０６－
�－１３
５�

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

武丈
２０６－
�－１３
７�

西条市
福武
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

武丈
２０６－
�－１３
７�

西条市
福武
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

市之川
３
２０６－
�－２０
４�

西条市
市之川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

市之川
３
２０６－
�－２０
４�

西条市
市之川
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

西野口
２０６－
�－２６
５３�

西条市
飯岡
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

西野口
２０６－
�－２６
５３�

西条市
飯岡
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

山口下
川
２０６－
１１０３

西条市
山口
（次の
図のと
おり）

土石流 山口下
川
２０６－
１１０３

西条市
山口
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

大浜川
２０６－
１１０４

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 大浜川
２０６－
１１０４

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

長谷川
２０６－
１１０５

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 長谷川
２０６－
１１０５

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

番屋谷
川
２０６－
１１０６

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 番屋谷
川
２０６－
１１０６

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

西大浜
川
２０６－
１１０７－
１

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 西大浜
川
２０６－
１１０７－
１

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

西大浜
川
２０６－
１１０７－
２

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 西大浜
川
２０６－
１１０７－
２

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

長谷敷
川
２０６－
１１０８

西条市
飯岡長
谷敷
（次の
図のと
おり）

土石流 長谷敷
川
２０６－
１１０８

西条市
飯岡長
谷敷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

王至森
東川
２０６－
１１１０

西条市
飯岡山
本（次
の図の
とお
り）

土石流 王至森
東川
２０６－
１１１０

西条市
飯岡山
本（次
の図の
とお
り）

土石流 次の図のとお
り

王至森
谷川
２０６－
１１１１

西条市
長谷敷
（次の
図のと
おり）

土石流 王至森
谷川
２０６－
１１１１

西条市
長谷敷
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

常福寺
谷川
２０６－
１１１３

西条市
新田
（次の
図のと
おり）

土石流 常福寺
谷川
２０６－
１１１３

西条市
新田
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

市之川
西川
２０６－
１１１５

西条市
丸野
（次の
図のと
おり）

土石流 市之川
西川
２０６－
１１１５

西条市
丸野
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

止呂谷
川
２０６－
１１２８

西条市
風透
（次の
図のと
おり）

土石流 止呂谷
川
２０６－
１１２８

西条市
風透
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

大浜東
川
２０６－
２０４３

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 大浜東
川
２０６－
２０４３

西条市
大浜
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

東予地方局建設部及び西条市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４４３号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項の規定に基づき、次のとお

り土砂災害警戒区域を指定する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

山口川
２０６－
１１０２

西条市
山口
（次の
図のと
おり）

土石流

産能川
２０６－
１１０９

西条市
飯岡長
谷敷
（次の
図のと
おり）

土石流

界谷川
２０６－
１１１２

西条市
福武
（次の
図のと
おり）

土石流

金剛院
川
２０６－

西条市
新田
（次の

土石流

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２７７



１１１４ 図のと
おり）

市之川
上川
２０６－
２０４４

西条市
市之川
（次の
図のと
おり）

土石流

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

東予地方局建設部及び西条市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４４４号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項及び第８条第１項の規定に

基づき、次のとおり土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域を

指定する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

建築物に作用
すると想定さ
れる衝撃に関
する事項

須賀通
Ａ
２０３－
�－１９
６９�

宇和島
市住吉
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

須賀通
Ａ
２０３－
�－１９
６９�

宇和島
市住吉
町（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

丸之内
Ｂ
２０３－
�－２０
２１�

宇和島
市丸之
内三丁
目（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

丸之内
Ｂ
２０３－
�－２０
２１�

宇和島
市丸之
内三丁
目（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

丸之内
Ａ
２０３－
�－２０
２２�

宇和島
市丸之
内（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

丸之内
Ａ
２０３－
�－２０
２２�

宇和島
市丸之
内（次
の図の
とお
り）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

小池西
２０３－
�－２０
７５�

宇和島
市小池
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

小池西
２０３－
�－２０
７５�

宇和島
市小池
（次の
図のと
おり）

急傾斜地
の崩壊

次の図のとお
り

玉ヶ月
川
２０３－
１０１６

宇和島
市住吉
町（次
の図の
とお
り）

土石流 玉ヶ月
川
２０３－
１０１６

宇和島
市住吉
町（次
の図の
とお
り）

土石流 次の図のとお
り

深泥川
２０３－
１０１７－
４

宇和島
市大浦
（次の
図のと
おり）

土石流 深泥川
２０３－
１０１７－
４

宇和島
市大浦
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

下深泥
川
２０３－
１０１８－
１

宇和島
市藤江
（次の
図のと
おり）

土石流 下深泥
川
２０３－
１０１８－
１

宇和島
市藤江
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

下深泥
川
２０３－
１０１８－
２

宇和島
市藤江
（次の
図のと
おり）

土石流 下深泥
川
２０３－
１０１８－
２

宇和島
市藤江
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

西大小
浜川
２０３－
１１５５

宇和島
市大小
浜（次
の図の
とお
り）

土石流 西大小
浜川
２０３－
１１５５

宇和島
市大小
浜（次
の図の
とお
り）

土石流 次の図のとお
り

上神田
川
２０３－
１１５７

宇和島
市蕨
（次の
図のと
おり）

土石流 上神田
川
２０３－
１１５７

宇和島
市蕨
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

蕨北川
２０３－
２０３６

宇和島
市蕨
（次の
図のと
おり）

土石流 蕨北川
２０３－
２０３６

宇和島
市蕨
（次の
図のと
おり）

土石流 次の図のとお
り

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

南予地方局建設部及び宇和島市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４４５号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号）第６条第１項の規定に基づき、次のとお

り土砂災害警戒区域を指定する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域

名 称 指定の
区域

土砂災害
の発生原
因となる
自然現象
の種類

小池川
２０３－
１１５６

宇和島
市小池
（次の
図のと
おり）

土石流

（「次の図」は、省略し、その図面は、土木部河川港湾局砂防課、

南予地方局建設部及び宇和島市に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４４６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成２０年６月２５日から

平成２１年３月１０日まで

３ 作業地域 新居浜市

�������
�愛媛県告示第４４７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（電子基準点現地調査作業）

２ 作業期間 平成２０年１２月８日から

平成２１年３月９日まで

３ 作業地域 今治市、新居浜市、西条市、四国中央市、上島町、

久万高原町

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２７８
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�愛媛県告示第４４８号
愛媛県立都市公園条例（昭和３４年愛媛県条例第１９号）第２条第２

項の規定に基づき、県立都市公園の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部に備え置いて縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 位 置 変 更 に
係 る 区 域 供用開始の日

第４号南予レクリエー
ション都市公園 宇和島市 図面のとおり 平成２１年４月１日

（図面省略）

�������
�愛媛県告示第４４９号
愛媛県立都市公園条例（昭和３４年愛媛県条例第１９号）第２条第２

項の規定に基づき、県立都市公園の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所に備え置いて縦覧に

供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 位 置 変 更 に
係 る 区 域 供用開始の日

第５号南予レクリエー
ション都市公園

南宇和郡愛南
町 図面のとおり 平成２１年４月１日

（図面省略）

�愛媛県告示第４５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年３月２７日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 上怒和元怒和線
松山市元怒和甲９４２番１地先から

同市元怒和甲９４８番２地先まで
平成２１年３月２７日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０中局建（開）第６２号

平成２１年３月１８日

伊予郡松前町大字筒井字土居６８６番１、６８６番４、６８６番５、６８７番１、６８７
番２、６８８番１、６８８番２、６８９番１、６８９番２、６９０番１、６９０番２、６９２番
１、６９２番２、字石田７２２番８、７２３番５、７２４番３、７５３番１、７５３番２、７５
４番１、７５４番２、７５５番１、７５５番２、７５６番１、７５６番２、７５７番、７５８番、
７５９番、７６０番、７６１番１、７６１番２、字竹垂水７６２番、７６３番１、７６３番２、
７６４番１、７６４番２、７６５番１、７６５番２、７６６番１、７６６番２、７６７番１、７６７
番２、７６８番１、７６８番２、７６９番１、７６９番２、７７０番１、７７０番２、７７１番
１、７７１番２、７７１番３、７７２番、７７３番、７７４番１、７７４番２、７７４番３、７７５
番１、７７５番２、７７５番３、７７６番１、７７６番２、７７６番３、７７７番１、７７７番
２、７７７番３、７７８番１、７７８番２、７７９番１、７７９番２、７８０番１、７８０番２、
７８０番３、７８１番１、７８１番２、７８１番３、７８２番１、７８２番２、７８２番３、７８２
番４、７８３番１、７８３番２、７８４番１、７８４番２、７８５番１、７８５番２、７８６番
１、７８６番２、７８７番１、７８７番２、７８８番１、７８８番２、７８８番３、７８８番４、
７８９番１、７８９番２、７９０番１、７９０番２、７９０番３、７９０番４、７９０番５、７９１
番１、７９１番２、７９２番、７９３番、７９４番１、７９４番２、７９５番１、７９５番２、
７９６番、７９７番１、７９７番２、７９７番３、７９８番１、７９８番２、７９８番３、７９９番
１、７９９番２、７９９番３、８００番１、８００番２、８００番５、８００番６、８０１番１、
８０１番５、８０２番１、８０２番２、８０３番１、字茶屋分８１５番１、８１７番１、８１８
番１、８１９番１、８２０番、８２１番１、８２１番２、８２２番、８２３番１、８２３番２、
８２４番１、８２４番２、８２５番、８２６番、８２７番、８２８番、８２９番、８３０番１、８３０
番２、８３０番３、８３１番１、８３１番２、８３１番３、８３２番１、８３２番２、８３２番
３、８３３番１、８３３番２、８３４番１、８３４番２、８３５番１、８３５番２、８３６番１、
８３６番２、８３７番、８３８番、８３９番、字樋ノ口８４０番１、８４０番２、８４１番、８４２
番、８４３番、８４４番、８４５番、８４６番、８４７番、８４８番、８４９番、８５０番、８５１番
１、８５２番１、８５３番１、８５４番１、８５７番１、８５８番２、大字東古泉字源助
分５２９番１、５３０番１、５３１番１、５３１番２、５３２番１、５３３番１、５３３番２、
字文五郎分５７９番１、５７９番２、５８０番、５８１番、５８２番１、５８２番２、５８３番
１、５８３番２、５８４番１、５８４番２、５８５番１、５８５番２、５８６番、５８７番１、
５８７番２、５８８番１、５８８番２、５８９番１、５８９番２、５９０番１、５９０番２、５９１
番１、５９１番２、５９１番３、５９２番１、５９２番２、字登り内５９３番１、５９３番２、
５９４番１、５９４番２、５９５番１、５９５番２、５９５番３、５９５番４、５９６番１、５９６
番２、５９８番１、５９８番２、５９８番３、５９９番１、５９９番２、６００番１、６００番
２、６０１番１、６０１番２、６０２番１、６０２番２、６０３番１、６０３番２、６０４番１、
６０４番２、６０５番１、６０５番２、６０６番１、６０６番２、６０６番３、６０６番４、６０６
番５、６０７番１、６０７番２、６０７番３、６０８番、６０９番１、６０９番２、６１０番１、
６１０番３、６１１番１、６１１番４、６１２番１、６１２番６、６１３番１、６１３番６、６１４
番１、６１４番５、６１５番１、６１６番１、６１７番１、６１８番３、６１８番６、６１９番

松山市宮西一丁目２番１号

株式会社フジ

取締役社長 尾 崎 英 雄

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２７９
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�愛媛県告示第４５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３、６１９番６、６１９番７、６２０番６、６２１番３、６２１番６、６２２番３、６２２番６、
字東浦６６１番３、６６２番１、６６２番５、６６３番１、６６４番１、６６５番３、６６５番
９、６７０番１、６７０番６、６７１番１、６７１番７、６７２番１、６７２番７、６７３番１、
６７３番７、６７４番１、６７４番４、６７５番１、６７５番３、６７６番１、６７６番２、６７８
番１、６７８番２、６７９番１、６７９番２、６８０番１、６８０番２、大字東古泉文五
郎分５９２番１地先町道、大字筒井字土居６９０番１地先町道及び大字筒井字竹
垂水７９０番４地先町道

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町柳井川字永野４２２８番２地先から

同字永野４２３４番２まで
平成２１年３月２７日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 立石内子線
喜多郡内子町大瀬南７４７２番２から

同町大瀬南７４７４番２まで
平成２１年３月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 立石内子線
喜多郡内子町大瀬南７４７２番２から

同町大瀬南７４４９番６まで

旧 ４．５～７．０ ０．０６８

新 ５．０～１５．３ ０．０６３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜中村線
大洲市柴甲１７９番から

同市八多喜町甲２８３９番２まで
平成２１年３月３０日

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号
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�愛媛県告示第４５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥首五十崎線
喜多郡内子町五十崎甲１６２０番２２から

同町五十崎甲１６９４番９まで
平成２１年３月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鳥首五十崎線
喜多郡内子町五十崎甲１６２０番２２から

同町五十崎甲１６９４番９まで

旧 １０．９～２４．８ ０．３５２

新 １２．６～６２．０ ０．３５２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 土居魚成線
西予市城川町嘉喜尾３００２番３から

同町嘉喜尾２９８７番３まで
平成２１年３月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 土居魚成線
西予市城川町嘉喜尾３００２番３から

同町嘉喜尾２９８７番３まで

旧 ４．０～９．２ ０．０３７

新 ７．０～１１．６ ０．０３７

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号
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監 査 公 表

�公表第７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２１年３月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

�愛媛県告示第４６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４６２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 高瀬松渓線

西予市野村町高瀬７６４番５から
同町高瀬４１０８番１地先まで

及 び
西予市野村町高瀬７７２番４から
同町高瀬４１０８番１地先まで

旧
９．１～１５．６

１．１～１．４

０．０１０

０．０２１

西予市野村町高瀬７６４番５から

同町高瀬４１０８番１地先まで
新 ９．１～１５．６ ０．０１０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 高瀬松渓線
西予市野村町高瀬７６４番５から

同町高瀬４１０８番１地先まで
平成２１年３月２９日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線
西予市野村町高瀬７７２番３から

同町高瀬７６９番３まで
平成２１年３月２９日

財団法人
愛媛県廃棄物処理
センター

設立
平成５年９月１日

基本基金
１０，０００，０００円

県出捐額
２，５００，０００円

〃

社会福祉法人
愛媛県社会福祉事
業団

設立
昭和４７年４月１日

基本基金
１，９９１，２９０，７９８円

県出捐額
１，９９１，２９０，７９８円

〃

財団法人
愛媛県暴力追放推
進センター

設立
平成４年４月２４日

基本基金
６００，０００，０００円

県出捐額
３００，０００，０００円

平成２０年１１月２８日

財団法人
松山観光コンベン
ション協会

設立
平成３年１月１０日

基本基金
５２１，０００，０００円

県出捐額
１５０，０００，０００円

〃

監 査 対 象 機 関
監 査 年 月 日

団 体 名 基 本 金 等

愛媛県信用保証協
会

設立
昭和２４年４月３０日

基本基金
１２，２４４，００５，２４９円

県出捐額
３，４０８，２７０，０２３円

平成２０年１２月１９日

愛媛県土地開発公
社

設立
昭和４８年６月１日

基本金の額
３０，０００，０００円

県出捐額
３０，０００，０００円

〃

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号
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�公表第８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２１年３月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

�公表第９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２１年３月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

財団法人
愛媛県栽培漁業基
金

設立
昭和６１年１２月１２日

基本基金
２，２０９，２００，０００円

県出捐額
６６５，０００，０００円

〃

財団法人
えひめ農林漁業
担い手育成公社

設立
昭和４６年９月８日

基本基金
１５，０００，０００円

県出捐額
１０，６５０，０００円

〃

愛媛県住宅供給公
社

設立
昭和４０年１１月１５日

基本基金
１０，０００，０００円

県出捐額
１０，０００，０００円

〃

（監査の結果）

平成１９年度事業に係る出納その他の事務について、それぞれ監査を実

施したところ、おおむね良好と認められた。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

愛媛県物産観光センター管理コンソー
シアム 平成２０年１２月１９日

社会福祉法人 愛媛県社会福祉協議会 〃

財団法人 愛媛県母子寡婦福祉連合会 平成２０年１１月２８日

愛 媛 県 森 林 組 合 連 合 会 〃

特定非営利活動法人 ラ・ファミリエ 〃

（監査の結果）

平成１９年度において実施された公の施設の指定管理者に係る出納その

他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良好と認

められた。

公 の 施 設 の
管 理 委 託 団 体 公 の 施 設 の 名 称 委 託 金 額

愛媛県物産観光センター管
理コンソーシアム

愛媛県物産観光センター ２２，２４３，０００円

社会福祉法人
愛媛県社会福祉協議会

愛媛県総合社会福祉会館 ５８，６２９，０００円

財団法人
愛媛県母子寡婦福祉連合会

愛媛県母子福祉センター １２，３０８，７９８円

愛媛県森林組合連合会 えひめ森林公園 ２２，６６３，０００円

特定非営利活動法人
ラ ・ フ ァ ミ リ エ

ファミリーハウスあい ０円

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

財 団 法 人 愛 媛 県 体 育 協 会 平成２０年１１月１８日

社 会 福 祉 法 人 親 和 園 平成２０年１２月１９日

有限責任事業組合 トライアウトえひめ 〃

学 校 法 人 久 米 幼 稚 園 平成２０年１１月２８日

学 校 法 人 徳 育 学 園 〃

阿 部 鉄 工 所 〃

株 式 会 社 大 栄 電 機 工 業 〃

学 校 法 人 高 縄 幼 稚 園 〃

株 式 会 社 妻 鳥 通 信 工 業 〃

財団法人 愛媛県生活衛生営業指導セ
ンター 〃

株 式 会 社 Ｄ Ｉ Ｏ ジ ャ パ ン 〃

有 限 会 社 寿 開 発 〃

株 式 会 社 大 竹 組 〃

宗 教 法 人 来 迎 寺 〃

株 式 会 社 東 豫 建 設 〃

愛媛県土地改良事業団体連合会 〃

株 式 会 社 ト ー ヨ 〃

愛 媛 県 林 材 業 振 興 会 議 〃

愛媛県担い手育成総合支援協議会 〃

ジェイアール四国バス株式会社 〃

（監査の結果）

平成１９年度において実施された上記団体に対する次の補助金に係る出

納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良

好であったが、一部の団体において次の事項が認められた。

平成１９年度児童福祉施設等施設整備事業費補助金について、旧施設の

解体撤去工事費用の中に補助対象とならない撤去費用が含まれていたほ

か、資源循環税相当額の積算にも誤りがあり、補助金の過大な交付（１

，１２４，０００円）を受けていた。

（社会福祉法人 親和園）

事 業 主 体 補 助 金 の
名 称 補助対象事業 補 助 対 象

事 業 費 補 助 金 額

財団法人
愛媛県体育協会

平成１９年度
愛媛県体育
協会派遣職
員経費補助
金

愛媛県体育協会
派遣職員受入事
業

１２，
７２７，８７７円

１２，
７２７，８７７円

〃 平成１９年度
国体予選会
派遣費等補
助金

国体愛媛県予選
会開催事業等

９７１，６４８円 ９７１，６４８円

〃 第２８回国体
四国ブロッ
ク大会開催
費補助金

国体四国ブロッ
ク大会開催事業

２，
３５８，５１０円

２，
３５８，５１０円

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号
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〃 平成１９年度
国民体育大
会派遣事業
費補助金

国民体育大会派
遣事業

６５，
２１４，２８０円

６５，
２１４，２８０円

〃 平成１９年度
国民体育大
会ユニフォ
ーム購入費
補助金

国民体育大会ユ
ニフォーム購入
事業

２，
１３４，１２５円

１，
０６７，０６２円

〃 平成１９年度
国体競技力
向上環境整
備費補助金

国体競技力向上
環境整備事業

１，
２００，０００円

５６２，５００円

〃 平成１９年度
競技力向上
対策事業費
補助金

競技力基礎強化
対策事業等

４３，
７２７，３３８円

４３，
７２７，３３８円

〃 平成１９年度
えひめ国体
ジュニア指
導者養成事
業費補助金

指導者派遣事業
等

２，
９６５，２９５円

２，
９６５，２９５円

〃 平成１９年度
地域ジュニ
アクラブ支
援事業費補
助金

地域ジュニアク
ラブ支援事業

１，
３６８，４４０円

１，
０５０，０００円

〃 平成１９年度
ジ ュ ニ ア
（中・高）・
成年合同地
区別練習会
支援事業費
補助金

ジュニア（中・
高）・成年合同
地区別練習会支
援事業

８３６，７００円 ８３６，７００円

〃 平成１９年度
「愛媛の顔」
競技種目育
成支援事業
費補助金

「愛媛の顔」競
技種目育成支援
事業

２，
７１６，０６８円

２，
７１６，０６８円

〃 平成１９年度
全国大会等
開催支援事
業費補助金

２００７オリンピッ
クデーラン愛媛
大会の開催支援
事業

１，
５２７，５１３円

１，
０００，０００円

〃 平成１９年度
えひめスポ
ーツ振興事
業費補助金

一町一技推進支
援事業等

３，
７２４，０００円

３，
７２４，０００円

社会福祉法人
親 和 園

平成１９年度
児童福祉施
設等施設整
備事業費補
助金

児童養護施設の
移転改築工事

５０３，
１０７，５００円

３７４，
１９９，０００円

有限責任事業組
合
トライアウトえ
ひめ

平成１９年度
チャレンジ
企業総合支
援事業費補
助金

技術開発支援
（製品開発枠）

１９，
６６０，０００円

１３，
０２０，０００円

学校法人
久 米 幼 稚 園

平成１９年度
私立学校運
営費補助金

久米幼稚園の運
営費

３９，
０４２，１７１円

１７，
４７６，０００円

〃 平成１９年度
私立学校運
営費補助金
（幼稚園特
殊教育費補
助）

久米幼稚園の運
営費

１，
３７８，５６５円

１，
１７６，０００円

学校法人
徳 育 学 園

平成１９年度
私立学校運
営費補助金

くたに幼稚園の
運営費

４１，
５６８，３５４円

１６，
１４２，０００円

〃 平成１９年度
私立幼稚園
子育て総合
支援事業補
助金

くたに幼稚園の
子育て相談事業
等

１，
０６０，０００円

１，
０６０，０００円

阿 部 鉄 工 所 平成１９年度
チャレンジ
企業総合支
援事業費補
助金

技術開発支援
（技術研究枠）

２０，
０７７，４９１円

１３，
３８４，９９３円

株式会社
大栄電機工業

〃 〃 ２３，
０９８，３０６円

１５，
３９８，８６９円

学校法人
高 縄 幼 稚 園

平成１９年度
私立学校運
営費補助金

高縄幼稚園の運
営費

３８，
４５２，８３０円

１７，
９８１，０００円

〃 平成１９年度
私立幼稚園
子育て総合
支援事業補
助金

高縄幼稚園の子
育て相談事業等

１，
３００，０００円

１，
３００，０００円

株式会社
妻鳥通信工業

平成１９年度
チャレンジ
企業総合支
援事業費補
助金

技術開発支援
（製品開発枠）

２３，
２５８，１２５円

１５，
４３８，０００円

財団法人
愛媛県生活衛生
営業指導センタ
ー

平成１９年度
愛媛県生活
衛生営業指
導センター
活動費補助
金

愛媛県生活衛生
営業指導センタ
ーの活動費

１３，
２９６，０００円

１３，
２９６，０００円

株式会社
ＤＩＯジャパン

平成１９年度
チャレンジ
企業総合支
援事業費補
助金

新事業展開支援 １３，
６６４，８９５円

６，
８１３，０００円

有限会社
寿 開 発

平成１９年度
建設産業経
営革新等助
成事業費補
助金

新分野進出への
取組み

９，
８０４，９００円

２，
０００，０００円

株式会社
大 竹 組

〃 建設業の経営基
盤強化への取組
み

３，
４４４，０３６円

１，
６３９，０００円

宗教法人
来 迎 寺

平成１９年度
文化財保存
顕彰事業費
補助金

県指定文化財の
修理

８，
１９０，０００円

２，
７３０，０００円

株式会社
東 豫 建 設

平成１９年度
建設産業経
営革新等助
成事業費補
助金

新分野進出への
取組み

４，
２６９，８４０円

２，
０００，０００円

愛媛県土地改良
事業団体連合会

平成１９年度
農村総合整
備推進事業
費補助金

技術向上対策事
業等

１，
２３４，０００円

１，
２３４，０００円

〃 平成１９年度
食の安全・
安心確保基
盤整備推進
対策補助金

基盤整備推進事
業（かんがい施
設）

６，
０００，０００円

６，
０００，０００円

〃 平成１９年度
団体営土地
改良事業補
助金

土地改良総合整
備事業（ため
池）の調査設計

４，
０００，０００円

２，
０００，０００円

〃 〃 土地改良総合整
備事業（農業用
用排水施設）の
調査設計

２，
０００，０００円

１，
０００，０００円

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２８４
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�公表第１０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２１年３月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

�������
�公表第１１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２１年３月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

�公表第１２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年３月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

〃 〃 土地改良総合整
備事業（農道・
農業用用排水施
設）の調査設計

２，
５００，０００円

１，
２５０，０００円

〃 平成１９年度
水土保全強
化対策事業
費補助金

土地改良施設管
理指導事業等

８，
６３４，０００円

８，
６３４，０００円

〃 平成１９年度
基幹水利施
設技術管理
強化特別指
導事業費補
助金

指導・技術援助
事業

３，
７７０，０００円

２，
２５８，０００円

〃 平成１９年度
土地改良施
設維持管理
適正化事業
補助金

土地改良施設の
整備補修

６６，
０００，０００円

１９，
８００，０００円

株式会社
ト ー ヨ

平成１９年度
チャレンジ
企業総合支
援事業費補
助金

技術開発支援
（製品開発枠）

６，
２５３，９０９円

４，
１６７，３５０円

愛媛県林材業振
興会議

平成１９年度
えひめ材の
家づくり促
進支援事業
費補助金

えひめ材の家づ
くり促進事業

７，
７０７，４７４円

７，
２５７，０００円

愛媛県担い手育
成総合支援協議
会

平成１９年度
地域農業担
い手総合支
援事業費補
助金

地域担い手育成
総合支援事業

２，
４２４，０００円

２，
４２４，０００円

ジェイアール四
国バス株式会社

平成１９年度
バス運行対
策費補助金

生活交通路線維
持費

２９，
３０５，０００円

１４，
６５２，０００円

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

愛 媛 県 競 技 力 向 上 対 策 本 部 平成２０年１１月１８日

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 育 て 支 援 課 平成２０年１２月１９日

（監査の結果）

平成１９年度における予算の執行その他について、監査公表（平成２０年

１１月４日付け公表第３５号）で公表したもののほか、次の事項が認められ

た。

平成１９年度児童福祉施設等整備事業費補助金における児童養護施設

「親和園」改築工事において、旧施設の解体撤去工事費用の中に、補助

対象とならない撤去費用が含まれていたほか、資源循環税相当額の積算

に誤りがあり、１，１２４，０００円が過大に交付されていた。

補助金の交付に当たっては、対象事業の内容が適正であるかどうか、

十分審査されたい。

（監査の結果）

平成１９年度において実施された上記団体に対する次の負担金に係る出

納その他の事務について、監査を実施したところ、おおむね良好と認め

られた。

事 業 主 体 負 担 金 の 名 称 負 担 金 額

愛媛県競技力向上対策本部 平成１９年度愛媛県競技力向
上対策本部事業費負担金
（競技力向上対策本部運営
費）

５３４，７２２円

〃 平成１９年度愛媛県競技力向
上対策本部事業費負担金
（愛媛国体フィジカルアッ
プ事業）

６６５，９４０円

〃 平成１９年度愛媛県競技力向
上対策本部事業費負担金
（運動部活動強化・育成指
定校事業）

１５，５３６，１８１円

〃 平成１９年度愛媛県競技力向
上対策本部事業費負担金
（運動部活動指導者派遣事
業）

１，９３０，３００円

選定した特定の事件 愛媛県の執行した補助金等について

監査の結果に関する報告提出年月日 平成２０年３月２４日

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２８５



監 査 対 象 機 関 企画情報部 管理局 交通対策課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

�全日本トラック協会への運輸事業振興助成交付金
県からの交付金でもって築いた財産は運輸事業振興助成交付金特別会計と

してだけでも平成１９年３月末現在、１５億円弱にも上る。

さらに、平成１８年度運輸事業振興助成交付金特別会計における事業費の中

には、全日本トラック協会への出捐金が６１百万円あり、過去においてもこの

程度の出捐が�愛媛県トラック協会から�全日本トラック協会に毎年なされ
ているものと推定できるが、それによって取得された資産等はこの１５億円弱

の枠外である。

さらに、共同福利厚生事業としての保養施設利用助成等の事業が１３百万円

弱にも上っている。

このような財産を保有する�愛媛県トラック協会、さらには、その財産保
有状態等はわからないが、全国の都道府県にある県単位の協会から毎年多額

の出捐がなされるであろう�全日本トラック協会のために継続して助成する
必要があるのか、ガソリンの暫定税率議論の最中であるが、ガソリン使用者

との間の公平性は保たれているといえるのか、この支出全額について公益性

をいうには疑問がある。交付金額の見直しを検討すべきである。

軽油引取税（県税）を原資とする本交付金制度は、昭和５１年に同税の税率

が引き上げられた際に営業用のバスやトラックの輸送コストに与える影響を

考慮して国により導入されたものである。総務省通知に基づき、同税の年間

収入見込額を基に決められた算式により交付金額を算出している。中央団体

への出捐金についても、国土交通省の通知に基づき行われている。

平成２０年度の執行にあたっては、同年４月の軽油引取税の減収実績額を反

映し交付金額を減額したうえで、交付先の�愛媛県バス協会及び�愛媛県ト
ラック協会に対し、事業内容を十分精査するよう指導し、適切に執行したと

ころである。

平成２１年度については、

・交付金事業の対象となる環境・省エネルギー対策や燃料高騰対策について

依然として事業者のニーズが高いこと。

・政府与党の税制改革大綱に交付金基準額の確保が明記され、総務省及び国

土交通省から各県に文書等で要請があったこと。

・四国他県の従来どおり国の算定式に基づいていること。

などから、本県も交付金基準額どおりの予算額を計上することとした。

監 査 対 象 機 関 県民環境部 環境局 自然保護課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

愛媛県国立公園清掃活動費補助金

国立公園の清掃活動について補助金の目的通りの使用がなされているかど

うかについて２件サンプリングし、事業実績報告書等や写真等を確認したが、

これらの書類等はきちんと作成されていた。しかしながら、

① 清掃活動は、その趣旨からより多くの人に参加をしてもらい行うことを

想定していたため、特定の人が常時勤務していることを予定せず、日雇い

労働者扱いで所得税の源泉徴収はしていなかったが、実際は特定の人への

継続的支払があり、源泉徴収行う必要があったものが判明した。

② 清掃活動について仮にも労賃を支払うのであるから、清掃就労者の住所、

現金の受渡時の受取にかかわる自筆のサイン等があるべきであるが、これ

がなかった。

③ 労務における時間管理はされておらず、何時から何時まで就労したのか

明確でなかった。

いずれにせよ、写真や書式に合った実績報告のみに頼らず、サンプリング

で構わないので何も連絡せずに現地に行き、実際の清掃状況を検証するとい

うことはすべきである。

愛媛県自然保護協会に対し、次のことについて文書で指導を行っており、

同協会では、事業実施会員に対し同様の指導を行ったことを確認している。

・２ヶ月以上継続して賃金の支払いがある者については、所得税法施行令第

３０９条に基づき源泉徴収を行うこと。

・労賃を受領する者からは自署による受領証を徴するなど適正な事務処理を

行うこと。

なお、就労時間の明確化については、平成１９年度において既に様式を変更

し対応している。

おって、実地調査については、平成２０年１２月１５日（鬼北町）、１７日（松野

町）にサンプリング調査を行い、適正に実施されていることを確認した。

監 査 対 象 機 関 経済労働部 産業支援局 産業創出課

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

愛媛県未来型知識産業創出支援事業費（アクティブ・ベンチャー）補助金

愛媛県未来型知識産業創出支援事業費（ミニ・アクティブ・ベンチャー）補

助金

補助終了後、企画された結果が実現することを支援するために、補助金の

支出の後に専門家による派遣指導を行うこととしている。

技術だけでなく経営の面からも支援していく必要があることから、専門家

の派遣による正確な経営指導は不可欠と考えるが、アクティブ・ベンチャー

支援事業実施後のフォロー状況は、報告書の提出が遅延した事例や実施要綱

に規定された専門家の指導が十分に実施されていない事例が見受けられる。

専門家の指導が実施されていない事例があるのは、「補助事業対象者は顧

問の会計士等を有する企業が多く、これら企業に県が別途に会計士等を派遣

する必要性が低いことから、実際の運用としては企業の要望に基づき必要な

専門家を派遣していたためである」とのことであるが、一部の企業において

は、企業化状況報告書の提出が遅延する等、支出後における経営面の指導が

不十分である。この事業を立ち上げた際の目的「県内における未来型知識産

業の創出」のため、頻繁に事業者の状況を継続的にフォローし、適切な指導

をしていかねばならない。

産業創出課担当者及び産業技術研究所研究員等が、対象となる全事業者を

訪問し、状況把握や経営指導等を行っている。

今後も、継続的な訪問指導のほか、必要に応じて専門家等に依頼するなど

して、経営指導等を行うこととしている。

愛 媛 県 報平成２１年３月２７日 第２０５１号

２８６
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�公表第１３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年３月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

�������
�公表第１４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年３月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

監 査 対 象 機 関 教育委員会事務局 文化スポーツ部 保健スポーツ課国民体育大会準備室

監 査 の 結 果 措 置 の 内 容

競技力向上対策事業費補助金

今回の問題の発覚までにおいて、補助金を支出している愛媛県および財団

法人愛媛県体育協会の職員の誰もが、過去の補助金の各競技団体での活動報

告について、正確に把握していない状態にあった。

県民から徴収した税金その他貴重な財源で賄われるのであるから、補助金

の使用目的に従って「補助認定か、もしくは補助認定外か」について愛媛県

補助金等交付規則（平成１８年３月３１日規則第１７号）第２３条の帳簿書類の備付

け、第２４条にいう立入検査権があるのであるから、その活動状況や処理状況

の把握、その運営管理状況の検証をしておかなければならなかったはずがで

きていなかった。

平成１９年度から、競技力向上の実態に即した補助対象経費の見直しを行う

とともに、大会記録などの「事業実施」や領収証などの「支出経費」の確認

書類の添付の義務付けや複数役員によるチェック体制の義務付けを求め、全

競技団体を対象とした研修会を開催して、再発防止の徹底を厳しく指導して

いる。

また、チェック体制をさらに徹底し、再発防止を図るために、平成２０年度

からは、この補助金を競技力向上対策本部（事務局：県教委）が直接執行す

るとともに、県教委の体育指導主事ごとに担当競技団体を決め、きめ細かい

現場指導を行い、活動状況や処理状況の把握、運営管理状況の検証に努めて

いる。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

長 寿 介 護 課 平成２０年１０月１５日

（監査の結果）

ケアハウス廣寿苑（設置者：社会福祉法人杉の子会）に対する軽費老

人ホーム事務費補助金について、提出された申請書類の確認審査が十分

でなかったため、補助金が８，４０３，０００円過大に交付されていた。

補助事業の事務や検査・指導等の体制を見直すとともに、補助金交付

先に対しては公金補助の趣旨の認識を徹底するよう強く指導し、補助金

の適正な支出に万全を期されたい。

（措置の内容）

� 平成２０年６月のケアハウス廣寿苑への監査事務局職員の監査に係る

指摘後、ただちに、ケアハウス廣寿苑への立入検査を実施し、当課で

詳細に検査した結果、指摘のあった１９年度分の補助金超過交付額を含

め、施設開設後５年間で合計１７，４９２千円の返還を要する補助金交付の

誤りを確認した。なお、当初、懸念していた法人の意図的な不正経理

ではなく、補助金事務担当者であった施設長の錯誤によることを確認

したため、返還対象額の全額を返還させた。

� また、補助金を交付した県下の軽費老人ホーム全３９施設についても、

平成２０年６月末までに一斉に補助金検査を実施した結果、８施設につ

いて経理上の誤りや補助金事務に係る指摘事案があり、そのうち、２

施設について、計４２２千円の返還を要する補助金交付の誤りを確認し

たため、返還対象額の全額を返還させた。

� 当該補助金に係る執行事務並びに審査事務に構造的な問題があった

ため、平成２０年７月に当該補助金のマニュアルを改め、毎年、１２月か

ら１月の間に、施設と補助金協議を実施し、補助金の事務手続きの適

正化を確保するとともに、法人の決算額との突合を決算書や帳簿等に

より確実に行うよう、当該補助金事務執行体制を改善した。

� 平成２０年度からの地方局への権限委譲により、実地の補助金検査に

ついて、法人への定期の実地監査においても県補助金の事務について

重ねて確認できる体制としている。

� また、当該補助金に係る研修会を平成２０年８月８日に実施し、措置

費のように使い切るものと認識されやすい当該補助事業の根本的な意

義を含め、補助金事務の適切な取扱いについて指導した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

義 務 教 育 課 平成２０年１０月１６日

高 校 教 育 課 〃

（監査の結果）

１ 諸収入（給与の過払金）については、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ３９２，００２

計 ３９２，００２

（義務教育課）

２ 諸収入（給与の過払金）については、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１４年度 ２８０，０８５

計 ２８０，０８５

（高校教育課）

（措置の内容）

１ 収入未済額については、債務者が行方不明となっているため、再三

にわたり親族等関係者宅への訪問を行い、本人からの返納をお願いす

るとともに、所在の把握に努めているところであるが、現在のところ

所在の判明には至っていない。

今後も継続して、関係者に協力をお願いするとともに、連絡を密に

して完済に努めたい。 （義務教育課）
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公営企業告示

�������
�公表第１５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年３月２７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

�愛媛県公営企業告示第２号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成２１年３月２７日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

２ 不明であった債務者の所在が判明したため、返済計画書を提出させ、

債権回収に努めた結果、すべての債権を回収した。（完済日：平成２１

年２月２０日） （高校教育課）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 央 児 童 相 談 所 平成２０年４月１８日

東 予 児 童 相 談 所 平成２０年２月２０日

（監査の結果）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金については、納期限内の収入確保と

収入未済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 分 滞納繰越分 計

１９年度 ５，１０３，８１０ ５１，８５２，５２３ ５６，９５６，３３３
平成１９年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

１８年度 ７，７９８，３７０ ５４，１０８，７３０ ６１，９０７，１００

差引増減 △２，６９４，５６０ △２，２５６，２０７ △４，９５０，７６７

（中央児童相談所）

２ 児童福祉施設入所措置費負担金については、納期限内の収入確保に

努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 分 滞納繰越分 計

１９年度 ９２０，５４０ １２，６９１，８８０ １３，６１２，４２０
平成１９年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

１８年度 １，５５２，３１０ １２，２０９，１００ １３，７６１，４１０

差引増減 △６３１，７７０ ４８２，７８０ △１４８，９９０

（東予児童相談所）

（措置の内容）

１ 児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措

置の際に負担金の制度を十分説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、平成１５年度に制定した「児童

福祉施設入所負担金徴収マニュアル」に基づき、所内に滞納整理班を

設け、個別滞納整理表の作成により未納者の状況把握と徴収可能な債

務者の選別をし、重点的な納入催告に努めた。

今後とも、負担金の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分につ

いては、保護者との連絡を密にするなど収入の確保に一層努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成１９年１２月３１
日現在

平成２０年度への
繰越額（平成１９
年度末現在）

平成２０年１２月３１
日現在

平成１９年度分 ５，１０３，８１０ ５，７７０，６７０ ５，５１７，６５０

滞納繰越分 ５１，８５２，５２３ ４３，８７７，６３３ ４３，４９０，８１３

計 ① ５６，９５６，３３３ ４９，６４８，３０３ ４９，００８，４６３

平成２０年度分② ― ― ５，１２８，６４０

合計（①＋②） ５６，９５６，３３３ ４９，６４８，３０３ ５４，１３７，１０３

（中央児童相談所）

２ 児童福祉施設入所措置費負担金については、保護者等に対して、措

置の際に負担金の制度を十分に説明するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となったものについては、督促状、催告書の送付、電話

催告、臨戸を実施するとともに、１２月までに徴収会議を５回開催し、

未納者の状況把握と徴収可能な債務者を選別し重点的な納入催告に努

めた。

今後とも、負担金の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分につ

いては、保護者との連絡を密にし、効果的な督促を行い、収入の確保

に努めたい。

区 分

収入未済額（円）

平成１９年１２月３１
日現在

平成２０年度への
繰越額（平成１９
年度末現在）

平成２０年１２月３１
日現在

平成１９年度分 ９２０，５４０ １，１５７，５６８ １，０３９，２６８

滞納繰越分 １２，６９１，８８０ １１，４９９，９６０ ９，３５０，７４０

計 ① １３，６１２，４２０ １２，６５７，５２８ １０，３９０，００８

平成２０年度分② ― ― １，００３，３９０

合計（①＋②） １３，６１２，４２０ １２，６５７，５２８ １１，３９３，３９８

（東予児童相談所）

随意契約に係る物品等の
名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

Ｘ線コンピュータ断層撮影
（ＣＴ）システム一式
（年間賃借料／県立中央病
院）

愛媛県公営企業管理局
総務課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

平成２１年２月２６日
香川県高松市古新町２番
地３
三井住友ファイナンス＆
リース株式会社

３７，９２６，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１０条
第１項第１号の規定による。
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雑 報

�愛媛県内水面漁場管理委員会指示第５号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項及び第１３０条第４

項の規定に基づき、コイ（マゴイ及びニシキゴイをいう。以下同じ。）

に関する持ち出しの制限、放流等の制限及び遺棄の禁止について、

平成２１年３月１７日に次のとおり指示した。

平成２１年３月２７日

愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 那 須 熊 市

１ 指示の内容

� 持ち出しの制限

県内の公共用水面及びこれと連接する水面（以下「公共用水

面等」という。）において、コイがコイヘルペスウイルス病に

かかり又はかかっている疑いがあると愛媛県知事が認めた場合

は、愛媛県知事が範囲を定め、公表する水域のコイを持ち出し

てはならない。ただし、公的機関が試験研究又は検査に供する

場合は、この限りでない。

� 放流等の制限

県内の公共用水面等へのコイの放流は、放流用のコイが次に

掲げる要件のすべてに該当する場合以外は、してはならない。

ただし、採捕したコイを採捕した公共用水面等へ再放流する場

合はこの限りでない。

ア コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するもので

ないこと。

イ コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来するコイと

水を介しての接点がないこと。

ウ ＰＣＲ（ポリメラーゼ連鎖反応）検査で陰性が確認された

コイ群であること。

� 遺棄の禁止

生死を問わず、県内の公共用水面等にコイを遺棄してはなら

ない。

� �の指示は、焼却等の処分をするコイについては、適用しな
い。

２ 指示の期間

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

平成２１年３月２７日 発行
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